On the Prices by 友岡 学
19
物 価 論 反 省
友　岡 学
〔1〕
〔2〕
〔3〕
〔4〕
〔5〕
目 次
問題の状況
物価の虚構牲と実在性
貨幣論に対する論評
金本位制度の功罪
む　す　び
〔1〕問題の状況
　経済学に限らず，一般に科学における問題提起は，ふつう，現実に起る諸現象を解明す
るのに，既成の理論をもってしては困難であると感ずる場合になされるのであろう。私
が，ここで，あらためて物価を取り上げるのは，最近の物価上昇の傾向と，それに対する
消費者の不満という現象がありながら，物価不変あるいは物価安定という民衆の素朴な，
そして当然の願望に応える理論が，今の所，用意されていないのではないかという欲求不
満を，私自身がもっているからである。
　ところで，物価不変あるいは物価安定というのは空想に過ぎないのであろうか？もしそ
うであれば，物価上昇に反対すること自体無益なことである。人々が反対の声をあげるの
は，それが実現し得る状態であるという期待をもっているからであるに違いない。けれど
も，これまでの経済学を振り返って見ると，物価不変は，理論の仮設的な前提とはされる
ことはあっても，現実に達成され得る状態であると考えられることはなかったようであ
る。だから，物価不変を説くのは，ふつう経済学の素人であって，玄人によって完全に黙
殺されて来たように思われる。
　物価不変を理論展開の仮設的な前提にするのは，物価の変動を織り込むと，種々の仮設
的な数値が影響されて，理論展開が複雑になるという理由のようである。この方法論自体
重大な問題をはらんでいる。この方法論では，物価変動は経済にとって中立的であるとい
うことが暗黙のうちに承認されているからである。要するに，第一に，物価変動は経済の
「本質」に無関係であること，第二に，物価変動は，ただ経済の見かけを複雑にするだけ
であるから，これを捨象する方が，むしろ，「本質」解明に必要な操作であること，そう
いうことである。果してそうであろうか？
　日本における時事問題的な物価問題は，当初，高度成長に伴なう物価上昇についての関
心から起った。そのときは，二重構造の存在とその解消過程が，物価問題の背景にあると
いうことが指摘された。小売又は消費者物価は急騰したが，卸売物価は横ばいであるとい
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う数字がよく援用された。そのときの官製的な見解は，二重構造の解消がいっそうの経済
成長によって進展すれば，小売又は消費者物価の上昇はブレーキをかけられるであろう，
ということであった。事態は悪化し，小売物価といっしょに卸売物価も上昇に転じた。こ
の頃から，クリーピング・インフレーションに例が求められ，物価上昇は寡占体制下の管
理価格によって説明されるようになった。管理価格の物価上昇圧力については，私自身も
格別異論をもってはいない。しかし，二重構造はともかくとして，一般に，経済成長には
必ず何らかの程度において物価上昇が伴なうということが，経験的法則として論証抜きに
主張される場合には，私は同意できない。
　経済成長と物価上昇の同伴的な関係を認めるのは，ケインズ的メンタリティに支配され
ている人々である。周知のように，ケインズは，失業フ。ラス物価下落の状態と，完全雇用
プラス物価上昇の状態との間の二者択一を迫り，そして後者を選んだ。多くの人々もそれ
に追随した。今日的な表現に移しかえると，安定停滞（物価安定フ。ラス経済停滞）と不安
定成長（物価上昇フ。ラス経済成長）の問の二者択一ということになるであろう。こういう
選択肢しかない場合には，当然，安定成長というのは，二兎を追う試みということにな
る。
　私は，こういう選択肢しか提供しない考え方には組し得ない。そもそも，両者の間には
選択的な関係などないのである。なぜなら，成長か停滞かの二者択一は，安定か不安定か
の二者択一に優先するし，そして，成長が停滞よりも文句なしに選ばれることは自明であ
るからである。こう云いかえても良かろう。成長は普遍的な願望であるが，安定は部分的
な願望に過ぎない。つまり，成長に関しては，それが国民所得の増大を意味する限り，利
害の対立はないが，物価変動に関しては，利害の対立がある。ケインズの選択についても
同様のことが指摘できる。
　物価上昇を至高または普遍的目標たる経済成長の代償であるとする考え方は，（D物価上
昇を伴なう経済成長それ自体が不健全であること，換言すれば，物価を上昇させなければ
成長し得ない経済そのものが実は問題であること，という認識への途を閉ざす役割を果し
ているのを指摘しておかねばならない。そういう所からは，物価安定の可能性を探るなど
という問題意識は生れるべくもない。私たちが二者択一的に提起する問題は，物価安定の
経済成長か，それとも物価上昇の経済成長か，ということでなければならない。（2）前者を
選べば，当然，経済の体制そのものを問題にせざるを得ないし，後者を選べば，経済の体
制は不問に付される。
（1）熊谷尚夫，渡辺経彦編『日本の物価』日本経済研究センター双書4，1966，82ページを参照。
（2）佐藤隆「経済成長と物価安定」日本経済の現状と課題　第2集『経済成長と物価問題』春秋
　社1964，15ページ。
　物価不変が素人の夢想に過ぎないのかどうか，それを考えるのに，科学史上の一大エピ
ソードは有益な示唆を与えるであろう。それは，永久機関のことである。永久機関は，物
理学が誕生するまで，素人が情熱をかけるに値する夢であった。周知のように，永久機関
の不可能は，物理学によって証明された。経済学における物価不変は，物理学における永
久運動と同様のものであろうか？私は否と云わざるを得ない。理由は二つある。
物価論反省（友岡）
21
　第一に，永久機関の存在の不可能性は物理学で証明されているが，物価不変の不可能性
は経済学で証明1されているわけではない。
　第二に，物理学は，永久運動を理論の前提にすることはないが，経済学は物価不変を理
論の前提にする。
　小論では，問題解明のための手がかりを得る程度のことしかできない。しかし，さし当
りの欲求不満がこれで解消できればそれで良い。
〔2〕　物価の虚構性と実在性
　物価は，この頃では，経済（学）的カテゴリーから政治（学）的カテゴリーになったか
の如くである。物価概念が政治的市民の共有財産になるにつれて，もはや誰も物価の実在
性について疑わなくなってしまったようである。経済学は，ずっと，物価の実在性につい
て，懐疑的態度を持して来たように思われるのに，政治的市民の感覚が逆輸入されて，懐
疑心をふり捨てたのではないだろうか。
　物価は実在するのか，それとも虚構iなのか？このことを最初に閥う必要があろう。それ
を明らかにするには，物価の定義，したがって物価あるいは物価水準と物価指数の関係を
考察すればよいであろうし，これまでの経済学的論議を回顧するのも参考になるであろう
し，物価がかくも政治的市民の関心を引くにいたった背景を考慮するのも役立つであろ
う。それらをなした上で，私が得た結論を先取りして云えば，第一に，物価は，一面で，
実在的であるが，他面で，虚構的であり，第二に，実在的であるときには，それは表現
（感覚）され難いし，虚構的であるときには，それは表現（感覚）され易い，ということ
であった。一言で，物価の奇妙さと云うことにする。
　物価の定義，又は物価（水準）と物価指数の関係について指摘できる問題点は，次の如
くである。
　第1点は，価格と物価の背理的な関係である。物価は総品目の個別価格を平均したもの
であるが，これは異なった有名数どうしを足して平均することを意味している。だから，
価格は例えば円で表現されるが，物価は円では表現されない。
　第2点は，物価（水準）と物価指数の背理的な関係である。物価（水準）は，時間的要
素を捨象した空間的静的概念であるのに対して，物価指数は，空間的要素を捨象した時間
問動的概念である。それであるのに，静的な物価は動的な指数で表現されねばならない。
物価指数という表現自体がそのまま自己矛盾に他ならない。
　第3点は，基準年とウエイトの背理的な関係である。両者は経験的にのみ設定されるの
であって，いつ，どのように設定するかについての理論的根拠があるわけではない。基準
年に関して云うと，その絶えざる変更は指数自体を無意味にするので，なるべく長期にわ
たって固定した方が良い。ところが，そうすれば，ウエイトの経験的価値はますます失な
われて，現状から遊離する。新旧商品の登場と退場，生産と消費のパターンの変化が避け
難iいからである。
　一般に自由放任主義で特徴づけられる古典派に，それらしい物価論が見当らないのは，
物価の変動が軽微であり，問題として取り上げるまでもなかったからであろう。「物価を
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一定とする」という仮定さえも分析の前提におく必要を感じなかったということである。
ところが，そのときこそ，物価がそれらしい状態で実在していたのかも知れない。その後
の経済理論が，物価論をもつにいたったのは，物価変動が感覚され，それを無視すること
がためらわれたからであろう。ここで，二つの態度が生れる。一つは，消極的な対応であ
り，「物価一定」を仮定することで理論を現実から切断して構成する。一般均衡論的立場
がこれであろう。今一つは，積極的な対応であり，名目価値と実質価値の区別に意味を見
出し，物価変動を経済的与件として承認する。ケインズ的立場がこれであろう。ところ
で，何らかの形で物価論をレパトリーの一つに加えねばならなくなったそのときこそ，物
価はそれらしくない状態で現われていたのかも知れない。云うなれば，物価は透明体のよ
うなもので，人の目にふれないときに実在し，そしてそのときには自己表現が不可能であ
り，人の目にふれるときには透明さが失なわれて虚構iと化レ，そしてそのときにだけ自己
表現が可能である。
　今日における政治的市民の物価観についても，同じことが指摘できるであろう。物価が
安定しているときには，人々は物価に無関心であり，変動しているどきにだけ，人々は物
価に関心をもつ。ζのようなことが起る原因は，すでに指摘した物価指数の自己矛盾，す
なわち物価（水準）と（物価）指数の悲劇的な対応関係にある。物価は不変であるとき最
も正確に表現されるが，しかし，そのときこそ表現自体が無意味である。それは変動して
いるとき最も不正確に表現されるが，しかし，そのときこそ，表現が有意味であるのであ
る。
　旧古典派から新古典派への移りがわに対応するものを拾い出して見ると，金本位制度の
危機的症状，いわゆる管理通貨制度の登場，国家もしくは政府の役割についての考慮又は
無視をふくむ一国経済論（一国社会主義論に対応する一国資本主義論）などがあるであろ
う。（3）「競争から独占へ」の変化，　（国家）独占資本主義あるいは帝国主義，寡占体制な
ども，勿論無関係ではあるまい。これらいくつかの諸項目を通して，物価問題に直接関連
するものを抽出するとなると，どうしても貨幣制度と国家体制ということになるであろ
う。
（3）旧古典派はよいとして，新古典派のなかにケインズを含めることには当然異論が出るであろ
　う。ケインズ自身，古典派理論を批判して，反古典派的理論を打ち出したと云っているのだか
　ら。しかし，私の見解では，ケインズも古典派の域を出なかった。ここで宮崎義一氏の見解を
　引用しておくのは有益であろう。「われわれは，すでに1929年恐慌後の新しい現実が自由放任
　主義という旧い神話を打破して，為しい経済学．を要求した蒔ケインズ革命．を知っている。
　ところが，1958年以降の新しい現実は，’ケインズ主義．そのものを旧い神話にかえてしまつ
　たのである。」『現代の資本主義』岩波新書71ページ。
　　同じく宮崎義一氏は，ケインズ主義が一国資本主義論であることを指摘している。（同書65
　ページ以下。）私も同意見である。ケインズ主義とケインズの云う古典派理論との共通性は，
　それぞれ力点の置き場所，立ち場の違いはあれ，両方ともそれぞれの仕方で福祉国家論に落着
　するところに端的に示されている。
したがって，私は，経済の体制に直接ふれることになる貨幣制度と国家体制に接近して
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行かざるを得ない。そのためには，物価は実のところ貨幣価値の別名に他ならぬので，貨
幣本質論を素通りするわけにはいかないであろう。
〔ろ〕　貨幣論に対する論評
　周知のように，貨幣論には，金属学説と名目学説との伝統的な対立がある。私は，両説
のいずれかに軍配をあげるということには関心をもたない。両説は，それぞれ部分的に妥
当するものをふくんでいて，一方だけが完量的であるというわけにはいかない，というの
が，私のいつわらぬ見解である。大胆に云うならば，金属学説は歴史主義的であり，名目
学説は論理主義的である。
　金属学説は金本位制度に，名目学説は管理通貨制度に，それぞれ対応していると見るの
は常識的であろう。時代的に見て，貨幣制度が金本位から管理通貨へ移りつつあることは
否定できない。領域的には，今日，金本位制は国際に，管理通貨制度は国内に，それぞれ
適用されている。
　貨幣制度が，時間及び空間の両視点から見られねばならないという方法論からすれば，
金属学説と名目学説という区別よりも，貨幣商品説と貨幣非商品説又は素材学説と機能学
説の区別の方が適当であるだろう。貨幣商品説とは，第一に，存在論的に貨幣はそれ自体
一個の商品であり，第二に，発生論的に貨幣は商品から発生したものである，ということ
である。したがって，貨幣非商品説の内容は，第一に，貨幣は商品とは異質のカテゴリー
であり，第二に，貨幣は商品から発生したものではない，ということになる。前者は商品
と貨幣の同質性を，後者は両者の異質性を，それぞれ強調する学説であると要約すること
ができる。
　まず，商品は共同体間に発生したという見解がある。共同体についての評価を措けば，
この見解はそれ自体間違ってはいないだろう。しかし，そうかと云って正しいかという
と，そうでもない所がある。そこには貨幣が欠落しているからである。共同体間だけが唯
一の経済下問であれば，貨幣もまた商品と同時に発生しているとしなければならない。両
者は対のものであるからである。（4）今日，その形式を見ようとすれば，国際を見ればよ
い。共同体際に商品だけがあり貨幣がないとするなら，今日の国際に貨幣があることは説
明できない。（5）この時代及びこの局面では，いうなれば，商品本位制度が成り立ってい
る。金本位制度は，商品本位制度の完成された歴史的形態に他ならぬ。容易に理解される
と思うが，一方の極端は，交換され合うあらゆる財が，商品と貨幣の役割を交互に，しか
し，排他的に演ずる（多本位制度＝物々交換）状態であり，他方の極端は，単一の財があ
る時は商品としての役割を演じながら，他の時は貨幣の役割を独占的に演ずる（単本位制
度）状態である。両者の中間の，後者により近いところに，複（金銀）本位制があるのは
云うまでもない。商品と貨幣の，本来全く異質の対立的な機能を，一つの財が果さねばな
らないことは一つの矛盾であり，その矛盾の解決過程が，他ならぬ貨幣制度の進化，貨幣
の役割を演ずる財の種類の縮少化であった。（6）一つの財が，商品でもあり，また貨幣でも
あるという事実から，それを固定してしまって，貨幣は商品であり，商品が貨幣になると
誤まったのが貨幣商品説であり，ひいては金属学説である。
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（4）この歴史的見解がマルクスの「単純な価値形態」に対応しているのは容易に理解しうるとこ
　ろであろう。マルクスは次のように云う。「ここでは，二種の異なった商品AとB……とは，
　明白に二つのちがった役割を演じている。…第一の商品は能動的の…第二の商品は受動的のそ
　れを演じている。…第一の商品は相対的価値形態にあるのである。…第二の商品は…等価形態
　にあるのである。」「相対的価値形態と等価形態とは，相関的に依存しあい，交互に条件づけ
　あっていて，離すことのできない契機であるが，同時に相互に排除しあう，または相互に対立
　する極位である。」前の引用文では，商品をすべて財でおきかえ，相対的価値形態と等価形態
　を商品と貨幣でおきかえればよい。マルクスは，商品から貨幣が発生する過程を論理化しよう
　と苦闘しているが，実のところ，商品の対極に貨幣が前提されているのである。後の引用文
　では，前半が商品と貨幣の同伴性を語り，後半が両者の対立性を語っている。
（5）よもや国際に国内通貨が通用しない故をもつて，貨幣がないなど云うことはないであろう。
　　なお，バーターすなわち物々交換は商品と商品の交換であって，貨幣を伴なわないという俗
　説では，現在の貨幣についての観念が，そのまま当てはめられているのが特徴である。a，　b
　二二が交換されるときには，aの提供者Aにとって，　aは貨幣であり，　bは商品である。逆
　に，bの提供者Bにとって，　aは商品であり，　bは貨幣である。すなわち，財においてではな
　く，人において，同一財が商品でもあり同時に貨幣であるということはあり得ないのである。
（6）同様のパターンにおいて一国民通貨に過ぎないドルが世界通貨としての役割を果すというの
　も一つの矛盾であり，これがいわゆるドル危機，一般的に云えば「国際流動性」問題発生の根
　源である。又同様のパターンにおいて，一国語に過ぎない英語が世界的公用語であるというの
　も一つの矛盾であり，それが世界的コミュニケイションに困難をもたらしているのを指摘して
　おきたい。ドル帝国主義と同様に，英語帝国主義と云って良い。
　商品本位制度は，金本位制度で完成されているが，人類史の99％をカバーしている。人
々が商品又は金本位制度以外に貨幣制度はあり得ないと思い込んでしまったのも無理はな
い。勿論，名目説が生れたけれども，それは紙幣の形式をとった貨幣が商品（金）貨幣を
土台にして，その代用品としてのみ存在できるという現実の前に，なお無力であった。貨
幣制度の進化のうちに，貨幣が（同時に商品が）その本質を顕現しようとして来た過程，
すなわち，商品と貨幣の機能は対立するので，それぞれ別個の財で担われない限’り，流通
過程は完全に展開され得ないという事情を読みとることは，名目説にしても不可能であっ
た。それが金属説に敵対的である限り，金属説が発生せざるを得なかった理由を理解でき
ないし，したがって金属説がふくんでいる妥当性まで排除することになる。その妥当性と
は，何らかの意味において政治的に統御されない空間，すなわち無法空間においては，貨
幣は商舗（金）から離脱できないということである。
　経済単位と政治単位の複合体としての共同体は，両単位の機能的分離とともに，当然分
解されゆく。両単位の分離は，経緕単位が空間的に政治単位にふくまれる形で起る。つま
り，一つの政治単位の領域内に，経済単位が多数存在し，経済関係が政治的領域の内的関
係になる状態である。おおざっぱに云えば，封建社会では，この分離はなお明瞭でない。
したがって，商業は，今日の貿易と同様に，政治単位間で展開するという性格を濃厚にも
っている。
　資本主義は市民社会として出発する。勿論，資本主義も，それにふさわしい国家をもつ
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けれども，まがりなりにでも，経済単位と政治単位はそれぞれの役割を分担し合い，うま
く両者が統一する状態にいたるまでには，なお「自由主義」という一段階を経なければな
らなかった。理由としては，大きく，二つが考えられる。一つは，資本主義が，不自由主
義としての封建制度の反対者であったという歴史的性格である。経済単位が政治性を脱ぎ
捨てたのである。政治的装置が経済活動に対して制約的である状況では当然であった。二
つは，「自由主義」が，強者の弱者に対する無法性を隠蔽する好都合の隠れみのであった
という世界的環境である。既存の法秩序を破壊するだけには満足せず，無秩序こそ最良の
秩序であるというのが「自由主義」であり，特にイギリスの自由主潮である。勿論，それ
は，イギリスが法外の力をもっていたか，あるいはもとうとしていたからである。多数商
品本体制度は，こうして，イギリスにおいて，単一商品本位制度となって現われる。イギ
リスが，今や，王者のなかの王者であり，権力を一元化し，しかもいかなる法からも超越
する。本位制度の一元化は権力の一元化に，金への集約化は世界の無法地帯化に，それぞ
れ対応する。だから，金本位制度は，有法と無法とを，みずからのうちにかかえ込んでい
る矛盾した制度なのである。ここでは，国内市場と国際市場の区別はなお定かではない。
イギリスにとって諸外国の市場は国内市場的であり，諸外国にとって，イギリスの国内市
場は国外市場的である。（7）イギリスが，その超越的地位を失ない始めるにつれて，国家の
体裁が整いはじめ，国内市場と国際市場の区別が生ずるにいたる。そして，このときか
ら，金本位制度は，世界の全領域をくまなくカバーするものではなくなり，国際という本
来の無法地帯にその適用領域を制限されるようになる。
（7）同様のパターンで，幕藩体制においては，徳川家にとって諸大名の領国は国内であり，諸大
　名にとって徳川家の領国（天領）は外国であった。先に指摘したドル及び英語帝国主義の構造
　も，同様のパターンで考えられよう。
　法秩序が成り立つ空間を国内と云い，成りたたない空間を国際と云うことにすれば商品
本位制度は国際で，非商品本位制度は国内で，それぞれ適用領域を分担することになる。
無法地帯が残されている限り，あるいは同じことだが，ある一つの国内にかかえ込んでい
るような状態（昔日のイギリス，今日のアメリカ）が続く限り，商品本位制度は消滅し
ない。第二の市民革命によって，国際が，特定のある一国の内部にとり込まれるのでは
なく，全体として，単一の国家において，内部化されるとき，すなわち，勿¢ε7nation
が勿彫γworldに変り，それがそのままinterρ6γsoηになるとき，商品本位制度，し
たがって金本位制度は最後的に死滅する。
　商品本位制度が死滅すれば，貨幣はその本来の機能を，もはやそれが宿っている財の商
品的性質に影響されることなぐ，純粋に展開するようにする。あるいは最も商品的でない
素材によって貨幣は担われるようになる。それは，帳簿上に記載された単なる数字，ある
いはパンチカードに打ち込まれた穴，あるいは磁気テープ。に記録された電子符号に過ぎな
くなる。貨幣価値は，もはや，それが宿っている財の商品価値とは無関係であることが明
白になる。そのとき，貨幣価値は，それ自身が表示している価格である。（8）
（8）拙稿「商品と貨幣一その同伴と対立」鹿児島県立短期大学「紀要」15号（1964）参照。
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　この定義は，これまでの貨幣価値論を批判しているという面では重要な意義をもってい
るが，しかし，それ自体は無内容である。X円．の貨幣価値はX円である，というトートロ
ジーであるからである。だが，これを認めること，それによって，私たちは，貨幣価値を
物価によって説明するにせよ，あるいは，それ自体の素材の商品価値によって説明するに
せよ，落ち込まざるを得ない悪循環の泥沼に，少なくとも落ち込まずに済むのである。そ
ういう消極的意味をもつだけではなく，貨幣価値は，本来計算されるべき対象ではなく，
むしろ，それから商品価値が計算されるべき尺度，あるいは一つの公準になるという積極
的な意味をもっている。それ以上に重要なことは，物価の変動という，貨幣にとって不名
誉な現象が起る丁田は，ひとえに，貨幣がなお全体的にその機能を展開する機会を与えら
れていないこと，具体的に云えば，素材的性質になお影響され，空間的に通用範囲が制限
されていること，商品に即して云えば，その若干のものが，あるいは一つが，不当にもな
お貨幣の役割を背負わされており，単なる流通であるべきものが「貿易（輸出入）」とい
う形で現われざるを得なくさせられていること，そういう事情に由来するであろうという
見解が得られるのである。
〔4〕　金本位制度の功罪
　旧古典派と新古典派に，金本位制度と管理通貨制度を，歴史的段階として対応させ，更
に，物価の実在性と虚構性を対応させるなら，物価変動の責任は，あげて管理通貨制度に
あるという見解が引き出されるかも知れない。事実，考え方の筋道は異なるけれども，金
本位制度論者は，金本位こそ本来的貨幣制度であり，インフレーションを含めた物価変動
の根本原因は，管理通貨制度にあると考えているのである。（g）管理通貨制度の提唱者であ
るケインズにおいてすら，すでに言及したように，管理通貨制度は物価安定のためにでは
なく，完全雇用実現のための条件に過ぎなかった。物価安定は，完全雇用に対して犠牲に
供されたのである。これは，彼の利子生活者に対する敵意に集約的に表現されている。
（9）最もきびしく云うなら，この種の見解では，管理通貨制度が資本主義に存在すること自体許
　されないことであり，したがって，管理通貨制度の存在理由を説明することはできない。
　金本位制度が危機に陥るまでは，景気の変動に物価変動がスライドすることがあった
が，物価を格別顧慮する必要を感じなくて済む程度において，物価は安定していたと云う
ことはできるであろう。しかし，このことから，物価安定は管理通．貨制度のものでは不可
能であり，金本位制度のもとでのみ可能であるという結論が引き出せるであろうか？金本
位制度が自動的に物価安定をもたらすならば，私たちは金本位制度から離れようとしてい
るので，物価安定は，ただありしょき日の思い出話に過ぎなくなる。
　したがって，私たちは，ここで，金本位制度のいわば功罪，すなわち，継承するに値す
る肯定的側面と，拒絶しなければならない否定的側面とを，区別する必要があろう。そう
すれば，管理通貨制度が今後の貨幣制度の大勢であるとしても，金本位制度の如上両側面
が現行管理通貨制度といかに関連しているかが明らかになるというものである。
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　すでに述べたように，国際は無法地帯であり，国内は有山地帯である。無法地帯と
「金」，有法地帯と「紙」との結びつきは，商品と貨幣の本質に由来するものである。
そこに，いわゆる貨幣国定説が出て来る根拠がある。貨幣国定説は出て来ても，商品国定
説はそれとして遂に出て来ることはなかった。その説が正しいか否かは別として，この事
実に商品と貨幣の本質的な区別がよく示されている。qo）現行折衷的貨幣制度は，有法地帯
と無法地帯とが，国境をはさんでの内と外とに，判然と区別される世界的な政治状況に対
応している。これに影響されて，本来無法地帯で何らの制的もなしに流通するはずの商品
さえもが，輸出入，すなわち貿易という形態で，国境の出入をいちいちチェックされると
いう歪曲が生じている。これが歪曲であるから，なお貿易の形態を克服するということは
目的的に意図されているとはいえないが，「関税一括引下げ」が要請されざるを得ないの
である。云うまでもなく，関税が一切撤廃されれば，もはや商品流通は「貿易」の形態を
とることはない。これを妨げているのが，国民経済という与件であり，それと因あるいは
果の関係において，否定的なナショナリズム，すなわち国家主義，国民主義，あるいは国
益主義一福祉国家論も同系譜に属する一というエゴイズムに他ならない。qD
㈹　貨幣国定説とは性質が異なるけれども，社会主義はいわば「商品国定説」的見解をとってい
　る。産業の国有化，あるいは資本の国有化がそれである。貨幣は有法的なものであるけれど
　も，商品は無法的なものであるという本質区別からすれば，「国有」というのはおよそ論理的
　でない。
⑳　ナショナリズムの肯定的側面は民族主義である。否定的側面が政治的概念であるとすれば，
　こちらは文化的概念である。国家と「くに」（あるいは郷土）の区別に対応する。否定的なナ
　ショナリズムはパーソナリズムPersonalismに解体して行くであろう。そこで，国民は市民
　になり，国家は自治体になる。
　無法地帯と有法地帯とを分け合う今日の折衷的貨幣制度のもとでは，商品と貨幣とは，
両者の対立性と同伴性という関係を失なっており，したがって，それぞれの機能を十全に
果すことはできない。逆に云うならば，無法地帯と有法地帯とが同一空間で重なり合っ
て，商品流通と貨幣通用の範囲が一致する場合に，商品と貨幣とは，両者の本来的な関係
を回復するのである。云うまでもなく，そのために必要なことは，国境の廃止一国境の自
治体境論である。
　このように考えると，金本位制の功罪一それはまた，裏を返せば，現行管理通貨制度の
功罪になる一が明らかになる。功の方は，金本位制度の下では，貨幣が国境の存在に制約
されることなく，自由に流出入するということに示されている金本位制度の無国家性であ
る。国境はあって無きが如くであるから，国際価格と国内価格の区別は解消し，したがっ
て，物価は，国民経済的物価ではなく，世界経済的物価としてのみ存在する。金本位制虫
下における物価の比較的な安定は，この理由に基づいているであろう。
　これに対して，罪の方は，本位貨幣が金という一商品で担われるということから必然的
に生来する通貨不足（今日的表現では流動性不足）であり，それが流通経済の発展に対し
てブレーキをかける。この罪の方と功の方とが表裏の関係にあるのは明白であろう。無国
家性，すなわち無法性が，一方で商品と貨幣の流通及び通用範囲を一致させながら，他方
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で，素材の点で貨幣をなお商品（金）につなぎとめるのである。
　継承しなければならないのは，金が貨幣であるという面ではなく，商品と貨幣とが共通
の範囲で流通，通用するという面である。今日の管理通貨制度は，すでに述べたように，
国内的に制限された範囲でのみ成り立ち，国内経済と国際経済とは，国境をはさんで区別
されながら，無関係ではあり得ないという事情から，国際通貨としての金とのつながりを
切断されていない中途半端なものであると云える。管理通貨制度が世界的に成り立つこと
によって，貨幣は最終的に素材的に商品であることをやめて，普遍的に承認された記号に
なる。それへ向っての模索的な過程が，商品の面における「自由化」であり，関税一括引
下げであり，貨幣の面におけるIMFであり，　SDRである。
〔5〕む す び
　物価は，それが安定していれば測定されるに及ばないものであり，したがって，物価指
数という自己矛盾的用具を使用しなくて済む。だから，私たちが目指すべきは，物価を正
確に記述する用具の改良ではなく，物価を記述する必要が失なわれてしまった経済の構造
であるということになる。このような考え方は，私が知る限り，これまでの物価論に全く
見られない。
　物価が，個別価格の総体であるという定義は，当然，国民経済の枠を起えた世界経済的
範囲においてのみ妥当する。要するに，一国経済内の総商品価格ではなく，世界にある総
商品価格について，はじめて定義にふさわしい物価が存在するのである。これも，これま
での物価論によって看過されていた視点である。
　今日の商品及び貨幣が，それぞれの本来的関係を回復していない　　換言すれば，なお
カテゴリーとして完全でない　　という事情は，今日の貨幣制度が中途半端な過度的なも
のであるということと対応している。一言で云えば，国民経済と国際経済という経済の空
間的な分裂を克服した，したがって，国境の内と外との区別が解消した世界経済におい
て，貨幣制度は本来の在り方を回復する。
　世界経済とは，云うなれば，貿易という形態をとる通商が消滅すること，貿易が通商あ
るいは商業一般に解消することを意味する。人類が，その名の通りに類的存在であるのに
対応して，経済は世界的にのみ自己完結的であり得る。
　スペースの都合で，物価論にとって欠かせない寡占体制には触れられなかったが，世界
経済がいわば経済の外的構造の間題であるとすれば，寡占体制はいわば経済の内的構造の
問題である。管理価格が存在し得，それが物価上昇への圧力として働らくのは，私の見解
では，企業の寡占的存在そのものによるのではなく，企業における資本と人との閉鎖的な
結合による。この閉鎖的な結合が，いわば企業エゴイズムの温床である。その勢力にとっ
て，物価上昇は，得にはなっても損にはならない，あるいは，損にはなっても，それ以上
に得をする。こういう利害を共通にする集団，スウィージーの云うゴーイング・コンサー
ンgoing　concemの解体もまた物価安定への必要不可欠の条件である。
　最後に，物価変動と景気変動の関連に触れておいたが良いであろう。物価安定は，当然
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景気変動の消滅と結びつかねばならない。この場合，物価安定が価格変動を否定するもの
ではないことが参考になる。物価安定とは，上昇する価格と下落する価格との相殺に他な
らない。当然に，価格が上昇する諸商晶の産業には好景気が，価格が下落する諸商品の産
業には不況が，それぞれ対応する。景気変動の消滅とは，したがって，細分された景気変
動の相殺的な総和に他ならぬ。
　国家及び企業の閉鎖性の打破なしには，物価の安定は実現しないであろうというのが，
現在到達している私の見解である。q2）
（12）国家及び企業の閉鎖性については，拙稿「経済学における私有財産の問題」鹿児島県立短大
　商経学会「商経論双」15号，「経済体制についての一考察」同16号を参照。
（1968．1／．24）
